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第１章 総則

(趣旨)

第１条 この告示は、能美市補助金交付規則(平成１７年能美市規則第３３号)に定め

るもののほか、能美市空家等寄附受け事業(以下「本事業」という。)の実施及びそ

の必要な経費に対して予算の範囲内で補助金を交付することに関し、必要な事項を

定めるものとする。

(目的)

第２条 本事業は、市内に存する空家等の所有者から当該空家等及び当該空家等の用

に供される土地の寄附を受け入れ、市が流通させることで、空家等の解消及び土地

の流通を図ることを目的とする。

(定義)

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

(１) 空家等 空家等対策の推進に関する特別措置法(平成２６年法律第１２７号)

第２条第１項に規定する空家等及び同条第２項に規定する特定空家等をいう。

(２) 狭小地 面積が１６５平方メートル以下の土地をいう。

(３) 不整形地 建設地としての土地利用が比較的難しい形状をしている正方形、

長方形等でない土地をいう。

第２章 寄附受け事業



(対象となる建物等の要件)

第４条 本事業の対象となる建物(以下「対象建物」という。)は、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。

(１) 市内に存する建物であること。

(２) 長屋又は共同住宅の一部でないこと。

(３) 解体工事を行うことが困難でないこと。

(４) 建物の中にごみ、家具等の放置がないこと。

(５) 確認申請の手続を行っていること。

(６) 物権又は賃借権が設定されていない建物であること。

２ 本事業の対象となる土地(以下「対象土地」という。)は、対象建物が所在する敷

地であり、次の各号のいずれにも該当するものとする。

(１) 狭小地でないこと。

(２) 不整形地でないこと。

(３) 建築基準法(昭和２５年法律第２０１号)第４２条に規定する道路に有効

に接している土地であること。

(４) 農地の場合は、農地転用の手続を行っていること。

(５) 電気及び上下水道のインフラを容易に利用できる土地であること。

(６) 災害危険区域又は土砂災害等の災害のおそれがある土地を含まないこと。

(７) 物権又は賃借権が設定されていない土地であること。

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する対象建物及び対象土地

(以下「対象建物等」という。)は、本事業の対象とする。

(１) 公共施設として整備することが適切であると市長が判断したもの

(２) その他市長が認めるもの

(事業対象者)

第５条 市に対し対象建物等の寄附を行うことができる者(以下「申込者」という。)

は、対象建物又は対象土地の所有者又は相続予定者とする。

(調査申込)

第６条 申込者は、事前に必要事項を記載した空家等寄附受け補助事業事前調査申込



書(様式第１号)に次に掲げる書類を添えて、対象建物等の調査を市長へ申し込まな

ければならない。

(１) 対象建物の外部及び内部の写真

(２) 位置図

(３) 申込者の戸籍謄本

(４) その他市長が必要と認める書類

(調査及び判定)

第７条 市長は、前条の申込みがあったときは、立入調査及び内容審査により本事業

の対象の可否を判定し、空家等寄附受け補助事業事前調査結果通知書(様式第２号)

により、申込者に通知するものとする。

２ 市長は、前項に規定する結果通知に円滑な事業実施のために必要な条件を付する

ことができる。

３ 申込者は、市長が行う第１項に規定する調査及び審査に協力しなければならない。

(寄附の申出)

第８条 前条第１項に規定する結果通知により市長から対象建物等の寄附を受ける旨

の通知を受けた申込者(以下「申出者」という。)は、次に掲げる書類を添えて、建

物・土地寄附採納願(様式第３号)を市長に提出するものとする。

(１) 登記原因証明情報兼登記承諾書(様式第４号)

(２) 登記事項証明書

(３) 印鑑証明書

(４) 対象建物等に係る登記済権利証又は登記識別情報

(５) 対象建物等に係る固定資産税の納付書又は固定資産税評価証明書

(６) 法人の場合は、代表者事項証明書

(７) 対象建物等が共有物の場合は、共有名義人全員の同意書(様式第５号)及び共

有名義人全員の印鑑証明書

(８) その他市長が必要と認めるもの

２ 前項に規定する寄附採納願は、前条第１項に規定する結果通知を受けた日の翌日

から起算して６０日以内に市長に提出しなければならない。ただし、市長がやむを



得ない事情があると認めたときは、この限りではない。

(寄附の採納)

第９条 市長は、前条に規定する寄附採納願の提出があったときは、寄附を採納する

旨を建物・土地寄附採納書(様式第６号)により申出者に通知するものとする。

第３章 寄附に要する経費の補助

(補助対象事業及び補助対象経費)

第１０条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、申出

者が対象建物等の相続、土地の測量、分筆等を委託して行うものとする。

２ 補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、第７条第１

項に規定する結果通知を受けた後に委託したもので、次に掲げるものとする。

(１) 対象建物等の相続登記に要する委託費(印紙税及び登録免許税を含む。)

(２) 対象土地の境界確定に要する委託費

(３) 前号の委託に伴い必要となる分筆登記費(印紙税及び登録免許税を含む。)

(４) その他市長が必要と認めるもの

(補助金の額)

第１１条 補助金の額は、補助対象経費の額とする。

(補助金の交付申請及び実績報告)

第１２条 申出者で補助対象事業を行うものは、補助対象事業が完了したときは、空

家等寄附受け事業補助金交付申請書及び実績報告書(様式第７号)に、次に掲げる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。

(１) 補助事業に要した費用の支払を証する領収書の写し

(２) 相続登記後の登記事項証明書

２ 前項の規定による申請書及び実績報告書を市長に提出するときは、第８条第１項

各号の書類を同時に提出するものとする。

(補助金の交付決定及び額の確定)

第１３条 市長は、前条の規定による申請書及び実績報告書の提出があったときは、

その内容を審査し、補助金を交付することが適当であると認めたときは、補助金の

交付を決定し、及び補助金の額を確定し、空家等寄附受け事業補助金交付決定及び



額の確定通知書(様式第８号)によりその旨を申請者に通知するものとする。

(交付請求及び交付)

第１４条 前条の規定による交付決定及び額の確定通知を受けた者(次条において「補

助事業者」という。)は、補助金請求書(様式第９号)を市長に提出するものとする。

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めた

ときは、補助金を交付するものとする。

(補助金の取消し及び返還)

第１５条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交

付決定を取り消し、又は交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることがで

きる。

(１) この告示の規定に違反したとき。

(２) 虚偽の申請その他不正行為があったとき。

(３) その他市長が特に適当でないと認めたとき。

第４章 雑則

(雑則)

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、公表の日から施行する。


